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１ はじめに

教育委員会，あるいは教育行政の形骸化・機能不全が叫ばれるように

なってから久しい。こうした事態を解決・改善しようと，国の審議会・

調査会や自治体関係者の全国組織（全国市長会，全国知事会等）は様々な提

案を行うとともに，行政学者や教育行政学者の間でも，活発な議論が展

開されてきた。それは，大まかに言うと，教育委員会解体論と教育委員

会活性化論に二分される。もっとも，それらの細かいニュアンスは論者

によって相違を見せているし，両者の選択を説く者も少なくない。

本稿は，この問題に対し自らの考えとその結果としての解決策を提示

することを目的としている。本稿の結論を先取りして言えば，教育及び

教育行政の支柱である政治的中立性と専門性は，現在の「地方自治法－

地教行法」体制下（以下，地方自治法については，この体制を示す時以外は自治

法と言い，地方教育行政の組織及び運営に関する法律については，ここに記載した

とおりに言う。）の教育行政機構の二元性の下では確保することはでき

ず，この体制の解体によって行政委員会としての教育委員会を廃止し，

政治的正統性を持つ首長の下で教育行政を所管しても，あるいは住民参

加的要素等を強化しながら教育委員会を活性化しても，冒頭の問題は根

本的には解決されないということである。そこで，中長期的視点からで

はあるが，この問題を解決するためには，学校教育行政に特化した特定
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目的の政府である教育政府を創設し，住民自治を基軸に据えた教育行政

の管理・執行を行うべきだというものである。さらに言うならば，教育

政府の創設は，一国多制度を導入し，自治的に選択されることが望まし

い。以上によって，教育及び教育行政は，政治的中立性と専門性を確保

することができ，冒頭の問題に真の解決を与えることになると考える。

なお，こうした結論までの過程で，筆者は教育に固有の特殊性につい

ても言及するつもりである。詳しくは，本論に譲るとして，特に行政学

者の中には，この教育固有の特殊性を相対化しようとする論者が多い。

しかし，それは自治体教育行政機構の適切な制度設計には必ずしも至ら

ないと言えよう。教育政府は，こうした教育固有の特殊性に配慮するた

めにも望ましい制度設計である。他方，教育行政学者の間には，教育長

と指導主事の適切な専門性によってこの教育固有の特殊性が確保される

と見る向きもあるが，筆者はこうした見解は採らない。

以下では，まず第２節で，教育委員会の作動原理について述べた後

に，教育委員会，したがって教育行政を支える２つの規定要素としての

政治的中立性（民主性）と専門性について，それぞれ詳細に述べる。次

いで第３節では，現在の教育行政機構の二元化，すなわち「地方自治法

－地教行法」体制について，両法律を詳細に吟味した上で，具体例を示

しながら現在の教育委員会制度の形骸化・機能不全が構造的なものであ

ることを明らかにする。これらの議論を踏まえ，第４節で，中長期的観

点から特定目的の政府である教育政府の構想を提示する。そして第５節

では，この構想を総括するとともに，教育政府の創設に伴う若干の課題

を挙げた上で，その解決方向を示唆し，本稿を閉じることにする。

２ 教育行政を規定する２つの要素

教育委員会（したがって教育行政）は，民主性と専門性をその重要な規

定要素（原理）とし，戦後教育委員会法は前者を教育委員の公選制，後
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者を教育長や指導主事の免許制という形で具体化した（大桃２００４：２０－

２１）。このうち前者の民主性は一定の条件のもとで政治的中立性と言い

換えることもできるので，教育行政を所管する教育委員会は，政治的中

立性と専門性を確保するために設置された行政委員会と言うことができ

る（小川２０１０：１４３）。

この教育委員会は，アメリカの制度を模倣したものであるが，アメリ

カの制度は必ずしも地域の多様な意向を反映する制度として成立したも

のではなかった（大桃２００５：２７－２８）し，日本におけるその導入時におい

て，既に本国では「抑制と均衡」の理念が形骸化し機能不全に陥ってい

たとも言われている（小松２０００：４９）。こうした中で，わが国の教育委員

会制度は，独任制首長への権限集中に対応して設置された「日本型」と

も言える独特な制度として導入されたと言えよう（小川２０１０：１５３）。

周知のとおり，この制度は，教育・学術・文化には高い識見を有する

が，しかし教育・教育行政には素人である住民の代表たる教育委員の集

団としての教育委員会議が，教育行政に関する意思決定を行い，その具

体的執行を当該委員会の指揮監督の下に教育・教育行政に関する専門家

である教育長が（教育官僚集団に補助されながら）行っていくことを根本原

理としている。これが，「レイマン・コントロール」（layman control）と

「プロフェッショナル・リーダーシップ」（professional leadership）であ

り，教育委員会制度は，この両者が有機的に連携し相互に効果的に機能

しなければ（つまり，両者に抑制と均衡が働かなければ），良好に作動するこ

とはないとされる。そして，両者が効果的に機能するために前提とされ

るのが，先に述べた委員会の政治的中立性と教育長や指導主事をはじめ

とする具体的な教育行政執行者の専門的知識や技術的能力なのである
（１）

。

もちろん，教育委員会にはこの二要素だけが必要とされる訳ではなく，

安定性，継続性，平等性，公平性，公正性といった要素も重要となるが，

これらはそれぞれ政治的中立性と専門性を前提とする，あるいはこれら

から派生する要素だと考えて差し支えないであろう。もっとも，新藤
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は，教育における民衆統制（民主性）と教育の専門性は単純に調和する

ものではないと警鐘を鳴らしている（新藤２００５a：５０；２００５b：８２）。このこ

とは教育行政の現実について少し考えてみれば誰にでも理解できよう。

確かに，政治的中立性（民主性）と専門性を反映した「レイマン・コン

トロール」と「プロフェッショナル・リーダーシップ」の相補性はまさ

に「ナイフの刃」（knife edge）の上を歩むような難しさを持っているよう

に思われるからである。

そうだとすれば，次に考察すべきは，教育委員会制度を規定する２つ

の要素がわが国において，これまでどのように確保されてきたか（ある

いは確保されてこなかったのか），また現在，確保されているのかといった

問題であろう。そこで，まず，前者の政治的中立性について見ていくこ

とにしよう。

（１）政治的中立性（民主性）

戦後，教育委員会が首長部局から独立した行政委員会として設置され

た理由の一つは，教育の政治的中立性の確保にあった。また，教育委員

会法が，委員会の政治的中立性を担保する具体的手法として教育委員の

公選制を取り入れたのも，戦前，教育への国家の露骨な介入によって天

皇制国家主義のイデオロギーが国民の教育にストレートに侵入し，結果

として軍国主義教育・戦争教育へと誘導・連動されたといった反省に立

ち，戦後教育の徹底的民主化を図るための一環であった。しかし，世界

的な東西対立の冷戦構造が形成され，日本国内でも激しい政治的対立が

生じ，教育委員選挙も，当然のようにその渦に巻き込まれていったのは

周知のとおりである（小川２０１０：１４４）。教育委員会には日教組の支援に

支えられた元教員が続々と当選し，教育委員会はさながら東西対立の代

理戦争の如くなった
（２）

。このことは，教育委員会が公選制であっても，必

ずしも政治的中立性が担保されないことを白日の下にさらした。そこ

で，当時の文部省や保守政党は，日教組の強力な勢力によって日本の教
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育が牛耳られてしまうのではないかという危機感を抱き，これが結果的

に任命制教育委員会を生むことになったのである（犬丸２００９：８３）。

こうして，公選制教育委員会は，公選制という民主的手法によっても

政治的中立性を確保できず任命制となった訳であるが，しかし，行政委

員会としての教育委員会という政治的中立性を確保する制度はかろうじ

て残された。行政委員会としての教育委員会が何故存続したのかという

問いに対して，村上（祐）は，「教育委員会の制度選択の場面においては，

教育下位政府と地方自治下位政府ともに事実上の拒否権を有する『拒否

権プレイヤー』であり，両者（とりわけ旧文部省と旧自治省）が同意しない

限り制度改革は行われない。教育下位政府の影響力は大きいが，その影

響力は地方自治下位政府と同程度に過ぎない」としている（村上（祐）

２０１１：９１－９２）。確かにそうした要因もあったであろう。ただし，わが国

に公選制教育委員会が設置される契機となったのは，アメリカの教育使

節団報告書であるが，教育委員会法の具体化を中心となって担った内閣

総理大臣所管（事務局は旧文部省）の教育刷新委員会は，委員の公選制で

必ずしも一致していた訳ではなく，第１７回建議では，第１回建議とは異

なり教育委員会の候補者は，都道府県議会議長など１０人の選考委員が選

んだ，定員の３倍以内の候補者に対して一般投票を実施することとして

いる（村上（浩）１９９９：７４０）。こうした諸主体の動きも合わせ考えると，村

上（祐）の仮説はある程度限定的に捉えざるを得ないことになろう
（３）

。

それはともかく，後に詳細に述べるが，同じ行政委員会としての教育

委員会であっても，公選制の教育委員会法の時代と今日の任命制の地教

行法の時代では，教育委員会のあり方が根本的に変化したと言わざるを

得ない。おそらく，現在の教育委員会は，首長からの独立という点につ

いては単なる「政治的美称」に過ぎず，真の行政委員会ではないと言っ

て良い。したがって，さすがに冷戦時代が終焉した今日においては，東

西冷戦の代理戦争が教育委員会の場に持ち込まれることはないであろう

が，今度は，首長による教育行政への介入，それも党派的様相を伴った
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教育内容へのイデオロギー的介入といった形で，政治的中立性が蹂躙さ

れつつあるのである。確かに，横井が指摘する梶原知事時代の岐阜県（横

井２００４），乾・進藤らが指摘する石原都政（乾２００２；２００３；２００４；進藤

２００２；２００３），そして現在では橋下前大阪府知事が創設した大阪維新の会

と橋下前大阪府知事の二人三脚による大阪府教育基本法案等に象徴され

る暴走（大内２０１１；平井２０１１）など，首長の教育及び教育行政への党派

的介入が着実に広がりつつある。分権が進展すれば，教育行政における

各自治体の裁量・自治は今まで以上に拡大する。一方，分権改革が進展

すると，教育行政の決定がますます政治過程の中に取り込まれることに

なるであろう。その際，住民の選挙によって選出されたという意味で政

治的正統性を持つ首長の権限はより一層強固なものとなる。そのこと

は，「善政」と「暴走」を紙一重のものとし，首長が「暴走」すれば，

特定の党派のイデオロギーによって教育及び教育行政が踏みにじられる

可能性があることをも意味する。そうなると，「選好の集計」（aggregation

of preferences）によって選出された首長は，もはやそれのみで政治的正統

性を持つとは言えないと言って良いだろう。筆者が入力正統性（input le-

gitimacy）とともに，過程正統性（throughput legitimacy），出力正統性（output le-

gitimacy）のすべてを具有していなければ真の正統性とは言えないという

議論を展開した（外川２０１１a）のは，このような意味からであったことを

想起されたい。そして，入力正統性だけで正統性を語るのであれば，住

民の直接参加の方途を拡大する以外に道はないのかもしれない。つま

り，住民自治を基軸に据えた新たな自治体教育行政制度の構築が要請さ

れるのである。しかし，その上で，熟議装置を縦横に張り巡らすことに

よって，過程正統性も確保し，その結果として効果的な教育行政が行え

るならば出力正統性も実現することになるであろう。

（２）専門性

次に，もう一つの規定要素である教育行政の専門性についてである。
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教育行政の専門性とは何を意味するのであろうか。それは，教育行政固

有の性質に由来していると考えられる。齋藤によると，教育行政（齋藤

は文部科学行政と言っている）の固有性は，「人」を対象とし，かつその人

の「精神作用」を対象とすることから生起すると言う。また，この「精

神作用」は個人の内心の自由を基本とし，外部，特に権力側からの介入

を排除する特性を有しているとも言う。そして，このことからその機能

の特性に応じた専門性が顕現するし，その結果，その専門性に応じた教

育行政のプロフェッショナリズムが生じてくるとする。こうした教育行

政におけるプロフェッショナリズムは，教育行政自体の固有の専門性で

あるから，教育行政に携わっている限り，専門職に限らずジェネラリス

トにも要求されるものだとも言う（齋藤２００１：３－５）
（４）

。

確かに，教育は，個人の人格の完成と個人を社会の形成者として育成

することを目的としているので，教育行政は必然的に個人の「精神作

用」を対象とすることになり，こうした意味での専門性は，他の行政領

域とは大きく異なっていると言って良いであろう。その結果，教育行政

の執行は，行政委員会としての教育委員会に委ねられ，教育や教育行政

に携わる者には専門家としての一定の資格と職務遂行における専門技

術・専門知識等いわゆる専門家としての「力量」が求められるのだと言

えよう。

千々布によると，教育委員会法は，その４１条２項で，「教育長は，別

に教育職員の免許に関して規定する法律の定める教育職員の免許状を有

する者のうちから」教育委員会が任命するものとしていた。そし

て，１９４９年に制定された教育職員免許法では，教育長免許状は一級，二

級に区分され，たとえば，その５条の別表２では，一級免許状に関して

「学士の称号を有し，又は教員の一級普通免許状の授与を受ける資格」

を有した上で，「大学における教職に関する科目」を４５単位以上修得し，

「教育職員又は官公庁若しくは私立大学における教育事務に関する職」

に５年間勤め，「良好な成績で勤務した旨の所轄庁の証明」が得られた
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場合に初めて授与されると規定していた（千々布１９９５：３９）。しかし，さ

らに千々布によると，教育職員免許法は，その６条別表７において，既

に教育関係職に就いている者に対しては，一定の条件を満たした者に検

定を通じて教育長の免許状を与える道を残しておいたのである
（５）

。つま

り，教育長の専門家としての資格は，当初から勤務経験を積むことに

よって代替し得る構想が内包されていたのである。それを裏付けるよう

に，その後，教育職員免許法は廃止され，「学士の称号を有し，大学に

おいて１２単位以上を修得し，５年以上教育に関する職」に就いているこ

とといった，経験重視，あるいは行政上の力量を重視する規定が教育公

務員特例法に盛り込まれたのである（千々布３９－４０）。また，教育行政専

門職としての指導主事にも教育職員免許法によって免許状が必要とされ

ていたが，これも基本的に教育長の場合と同様の運命をたどることにな

るのである。

地教行法では，教育長の専門職としての就任条件は存在せず，指導主

事については，学校等の教育課程，学習指導その他学校教育に関する専

門的事項の指導に関する事務に従事するとされている（地教行法１９条３

項）が，その条件は，「教育に関し識見を有し，かつ，学校における教

育課程，学習指導その他学校教育に関する専門的事項について教養と経

験がある者でなければならない」とされるにとどまっている（地教行法

１９条４項）。

こう見てくると，その内実はともかく，教育委員会法時代において

は，教育・教育行政の専門性は確かに現在より重視されてはいたが，そ

れも決して盤石なものではなく次第に脆弱化していき，地教行法の成立

によって，それはミニマムなものになってしまったと言えよう。それを

裏付けるかのように，現在では，もともと行政職の教育長が増加してき

ているのである
（６）

。もっとも，高橋は，近年の教育行政の地方分権化など

の動向は教育行政専門職の専門性の必要度を増すものであり，首長との

連携や議会との折衝などの政治的力量が以前にも増して求められること
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から，教育長には教育の専門性と行政の専門性の両者を兼ね備える必要

がある旨を述べている（高橋２００１：２８－２９）が，教育行政に限らず，教育

の専門性も予め決められているものではなく，時代とともに当然変化す

ることには留意しなければならないであろう。

そうであるべきにも拘わらず，特に市町村教育委員会について，加地

佐は，教育委員会の職務活動の本質であるべき，教育専門性に支えられ

た指導行政に限ってみても，その不十分さ・レベルの低さを指摘し，教

育長・指導主事の人選・選考基準と緊急的な研修プログラムの開発を求

めている（加地佐２００１：１０－２１）が，現実には，このことは現在の教育委

員会制度では限界があるのであり，これを十分なものにするためには，

新たな制度構築が求められるであろう。もっとも，筆者の考えでは，専

門性の確保の具体化に当たっては，「教育長－指導主事」体制の持つ問

題点を念頭に置きながら制度構築を図るべきだと思われる。

以前，筆者は，行政には多くの専門領域がある中で特に教育行政の専

門性だけが教育委員会という行政委員会を設置しなければ確保できない

とすることについて，論理的に説明するのははなはだ困難と言わざるを

得ず，現在，教育委員会で行われている義務教育行政を首長部局に移管

して教育部として執行しても，必ずしも教育の専門性や教育行政の専門

性が確保できない理由とはならないと主張し，教育行政の専門性は，分

権時代の自治体教育行政制度の設計の根本に影響を与える要因とはなら

ないとした（外川２０１１a：１４）。これは，教育行政も他の行政分野－国土

管理，警察，福祉など－が固有の正確をもつのと同様の意味での特殊性

があるに過ぎないとする教育行政固有の特殊性の相対化という理解に立

脚していた（森田２００７：９６－７）。しかし，上で見てきたように，この点

については，教育及び教育行政の専門性は他の行政分野とは異なる特殊

性を有していると修正せざるを得ない。ただ，教育委員会という制度設

計でなければ，また「教育長－指導主事」体制でなければ，この特殊性

に則した教育行政を確保できないという点については，それは誤謬であ
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ると今でも考えるものである。つまり，現在の教育委員会制度以上に，

教育行政固有の特殊性に則しながら教育の専門性を確保できる新たな制

度設計があり得るのである。

３ 教育行政機構の二元化―「地方自治法－地教行法」体制

現行の自治体教育行政制度は，いわば「地方自治法－地教行法」体制

とも呼ぶべき教育行政機構の二元化が特徴となっている。「地方自治法－

地教行法」体制とは，簡単に言えば，施設整備や予算措置，教職員の配

置などの教育条件整備施策については，同一自治体内で首長の「水平的

行政統制」が教育委員会に作用し，また，教育課程，学習指導，生徒指

導などの教育内容関連施策については，文部科学省を頂点とした「垂直

的行政統制」が作用する教育行政制度のことである。もっと端的に言う

と教育行政は教育委員会の独占ではなく，首長と教育委員会との二元体

制になっているということである（市川２０００：４９）。具体的に見ていこう。

現在の教育委員は，「人格が高潔で，教育，学術及び文化に関し識見

を有するもののうちから」首長が議会の同意を得て任命している（地教

行法４条）。また，教育委員会の権限に属するすべての事務をつかさどる

教育委員たる教育長についても，法的には教育委員会が任命することに

なってはいる（地教行法１６条２項）が，教育委員という形式（地位）ではあ

るものの，教育長候補者として首長が議会の同意を得た上で事実上任命

している。このことは，議会と首長の間に対立がない場合，首長は自身

と政策選好が同一又は類似している者を教育委員として任命することが

可能となることを意味している。特に教育委員を兼務し教育委員会の権

限に属するすべての事務をつかさどる（地教行法１７条１項）教育長の事実

上の任命権を首長が有することは，そもそも首長と教育委員会との間に

決定的な対立が起こることがないことが「保証」されることになる。

もっとも，首長と議会が対立している場合，教育委員の選任は紛糾する
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が，この場合も首長の政策選好に対して中立的な人選がなされることが

多いことから，首長と教育長の決定的対立は回避され得る傾向にあると

言えよう。いずれにしても，実質的に首長によって任命された教育長

は，教育委員会の権限に属する重要施策について，頻繁に首長への報

告・相談や意見交換を通じて日頃から陰に陽に密接な連絡を取り合うこ

とになっているのである。たとえば，村上（祐）は府県知事と市町村長へ

のアンケート調査によって，首長と教育長との意思疎通の良好さを明ら

かにし，現行制度を政治学における本人代理人論（principal-agent theory）

の視角からみると，首長は本人，教育長は代理人ととらえることがで

き，本人たる首長と代理人たる教育長との間の意思の乖離（agency slack：

エージェンシー・スラック）はほとんどないか，非常に小さいと推論できる

と結論を下している（村上（祐）２０１１：２２５）。

また，首長は，自治体を統轄するとともに，当該自治体の代表権を有

する（自治法１４７条）。ここでの「統轄」とは，自治体の事務の全般につい

て首長が総合的統一を確保する権限のことを言う。今から述べる様々な

事項にわたる首長の総合調整権
（７）

は，この首長の統轄権に淵源を持つと

言ってよい。たとえば，自治体には一般的に「庁議」（名称は様々である）

が置かれている。この庁議は，首長の補助的機構であり，「行政執行機

関の内部的補助機構として運営される会議体の最高管理組織」と位置づ

けられ，「その管理機能は，行政庁の内部において最高段階の意思及び

政策決定を行うことが主たるものであるが，同時に庁内における意志の

統一と透徹のためにコミュニケーションならびに意思決定ないし政策形

成段階からその執行過程にわたって調整及び統制を行うことも重要な任

務とするものである」（田中１９６５：３９９，４０３）
（８）

。教育委員会の事務局長であ

り，事務局を統括し管理する教育長は，この庁議の構成メンバーであ

り，この会議を通じて教育委員会の制度・政策は，それのみが異質の方

向性を持つベクトルとならないよう他の分野と相互に調整されることに

なる。もっとも，江口は，庁議は形式的色彩が強く，不定期に開催され，
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関係構成員が少人数である「調整会議」（「政策会議」など名称は様々であ

る）が「庁議に代わって実質的に調整機能を果たす」としている（江口

１９９４：１５０）。たとえば，教育委員会における重要案件は教育委員会幹部

（教育次長，教育委員会事務局の主管課長など）と知事部局幹部（副知事，総務

部長，財政課長など）との「調整会議」によって事前の調整が行われ，そ

こでの調整の結果は，教育長・教育次長等による「知事レク」という形

で直接知事に報告され，また必要な指示を受けることになる。これは先

にも述べたとおりである。しかし，こうした調整の最終確認が庁議に

よって行われ実質的に確定するという意味で，庁議は首長の統轄権に由

来する最高意思決定機関であることには変わりがないと言えよう。

さらに，首長は自治体の予算を総合調整し，これを執行する権限を有

する（自治法１４９条２号，自治法１８０条の６，１号）。公選制教育委員会の時代

には，教育行政に係る予算については，教育委員会に予算編成権があ

り，教育委員会は自ら編成した予算を首長に送付するとともに，首長が

当該予算を減額した場合にはその理由を明記した上で，教育委員会の原

案と合わせて議会にかけるという二本建て予算制度がとられていた。教

育委員会は予算の執行についても首長から配当を受けた上で，支出負担

行為，支出命令，収入調定を行うなど，自ら予算執行を行う権限を有し

ていた。しかし，現在にあっては，教育委員会には独自の予算編成権は

なく，委員会の所掌に係る予算の執行権も首長が持つことになった（自

治法１８０条の６，１号，地教行法２４条５号）。もっとも，この予算の執行につい

ては，首長の補助執行という形で実際には教育委員会が行っている（新

藤１９９７：２５９）が，法的には予算編成権もなく予算執行権もないとなる

と，教育委員会の教育政策の立案・執行は大きく制約されることにな

る。たとえば，教育委員会の所管する学校の設置や廃止，あるいは学級

編制の「基準」の決定権限は教育委員会にある（地教行法２３条）が，学校

の新設・廃止や公立義務諸学校の学級編制及び教職員の定数に関する法

律（以下，義務教育標準法と言う。）に定められた「標準」を下回る少人数
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学級の編制には新たな予算（特に自主財源）が伴うため，教育委員会はこ

れについて審議し一応の決定を行うが，最終決定はあくまでも首長次第

となる
（９）

。つまり，「予算を伴う教育政策については，教育行政も既に総

合行政の一環として動いているのである」（堀・柳林２００９：１４３）。

また，公選制教育委員会の時代には，教育委員会は当該委員会に係る

条例の原案を首長に送付する権限を有し，首長が当該原案を修正した場

合には，首長は教育委員会の原案とともにその修正に対する教育委員会

の意見を附記した上で，議会の議決を経ることとなっていたが，現行自

治法では，条例案の作成など議決事件のすべてが首長の権限となった

（自治法１４９条）。これによって，教育委員会は，条例案の作成・議会への

提出はもとより，条例事項である義務教育諸学校の授業料や教育施設の

使用料の決定・減免措置など，教育委員会の重要施策に関する権限を首

長に奪われることになったのである。これも大きな制約と言わざるを得

ない。

首長は，公有財産の効率的運用を図るために公有財産に関して総合調

整権を有する（自治法２３８条の２）。その一環として教育財産（学校その他の

教育機関の用に供する財産）を取得し処分する権限は首長にあり（地教行法

２４条３号），教育委員会は管理権しか持たない（地教行法２３条２号）
（１０）

。先に予

算編成及び予算執行権の箇所で例に挙げた学校の新設・廃校の問題は，

ここでも大きく関係してくる。なぜなら，学校などの教育機関を新設す

ることを教育委員会が決定しても，首長はそれに予算を付けるかどうか

の権限を持つだけでなく，具体的な用地取得についても全権限を持って

いるからであり，また，教育委員会で教育機関の廃止を決定しても，（そ

の後の活用等も含め）その具体的処分権限は首長にあるからである。

また，教育委員会は，事務局職員及び学校その他の教育機関の職員の

人事権を有する（地教行法２３条３号）が，特に事務局職員の人事は自治体

職員全体の人事の一環として行われ，実質的権限は首長が握っていると

言って良い。首長部局職員は，教育委員会への出向人事を首長部局にお

自治体教育行政制度：再論

３７



ける部課への人事異動と全く同様に捉え，それが首長からある程度独立

した執行機関である行政委員会としての教育委員会への出向であり，そ

もそも任命権者が異なるといった意識を持つことはほとんどないと言っ

て良い。教育委員会事務局の職員がこうした意識でいる限り，このこと

は首長による教育長の人選（事実上の任命）と相まって教育委員会を事実

上の首長部局（教育部）とすることになるのである。なぜなら，現行の

教育委員会制度の実質は，教育行政の意思決定機関である教育委員会の

委員を兼務する教育長が，教育官僚集団である事務局を統括することに

よって，教育委員会の意思決定及びその実際的執行を一手に担うといっ

た意味でいわば「教育長制」となっているからである（安達２００１：１６５；

市川２０００：１０７）。もっとも，教育委員が非常勤・兼職であり，半ば名誉

職化しているために，委員は教育長にその権限を委任（地教行法２６条１項）

せざるを得ないといった事実も「教育長制」を強固なものにしていると

言えよう。

さらに，自治体の組織は首長の所轄の下に明確な範囲の所掌事務と権

限を有する執行機関によって系統的に構成されるとともに，相互の連絡

を図り一体として行政機能を発揮しなければならないのである（自治法

１３８条の３，１項及び２項）が，首長はこうしたことについて総合調整がで

きることになっている（自治法１３８条の３，３項）。また，このこととも関連

して首長は教育委員会の事務局等の組織や職員定数に関して総合調整権

を有する（自治法１８０条の４）。したがって，教育委員会は，独自に所掌事

務の範囲を確定できないのであり，また独自に事務局を充実強化した

り，手厚い人事配置を行うことは不可能となっているのである。要する

に，いくら独立の行政委員会だとは言っても，教育委員会は自主組織権

を有しないのである。これも大きな制約と言わざるを得ない。

以上に見てきた教育行政に対する首長の法的権限・事実上の権限の総

体は，同一自治体内部における首長による教育委員会の「水平的行政統

制」であり，教育委員会の特に教育条件整備施策を大きく制約する。し
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たがって，この側面から見れば，教育委員会が首長からある程度の距離

を置いた独立の行政委員会であるという形式的制度は，全く説得力を持

ち得ず，それはまさに首長管轄下の教育部に過ぎないと言えるであろ

う
（１１）

。

それでは，教育委員会は，教育課程，学習指導，生徒指導といった教

育内容関連施策については，独自性を発揮できる制度になっているので

あろうか。これについては，文部科学大臣は，実に広範囲の指導・助

言・援助を行うことができることが法定されている（地教行法４８条）。地

教行法は，この指導・助言・援助を「例示」として１１項目も列挙してい

るが，その「例示」は極めて包括的である（教育行政制度研究会２００６：３）。

その中には学校その他の教育機関の設置・管理・整備など教育条件整備

施策に関するものも含まれてはいるが，その中心に位置するのは，教育

課程・学習指導・生徒指導・職業指導・教科書及び教材の取り扱い，あ

るいは，教育及び教育行政に関する資料・手引き書等の作成・利用な

ど，教育内容関連施策に関するものである。指導・助言・援助という規

定の仕方は教育行政特有のものであり，これは自治法２４５条の４，１項に言

う「技術的助言」とは異なるものとされている。姉崎らによると，一般

には，「指導」とは，「将来においてすべきこと又はすべきでないことに

ついて指し示し相手方を一定方向に導くこと」であり，「助言」とは，「あ

る行為をなすべきこと又はある行為をなす場合に必要な事項について助

けとなる進言をすること」と解釈されている。いずれも教育行政特有の

概念である。また，「技術的助言」は「主観的判断，意思等を含まない

意味」であるのに対し，地教行法の助言には，こうした制約はないとさ

れる（姉崎洋一他編２０１１）。

先に述べたように教育条件整備施策に対する指導・助言・援助につい

ては，教育委員会だけでなく文部科学省も首長の有する広範な権限に

よって自治法上の制約の範囲内でしか行うことができないが，教育内容

関連施策については，人員，財産，予算，組織と必ずしも強固に結びつ
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くものではなく，文部科学省の関与もほぼフリーハンドに近い状態にあ

ると言っても過言ではない。したがって，この教育内容関連施策につい

ては，文部科学省初等中等教育局－都道府県教育委員会－市町村教育委

員会に至る行政系列を透徹した「垂直的行政統制」が支配しているとさ

れるのである（新藤２００５a：４９）
（１２）

。そして，その基は「精神的権威を有す

る主体の専門的・技術的な指導，助言，勧告に客体は従うべきとの論

理」であり，「この論理を共有した上意下達のチャネルが築かれ」，「戦

後教育行政制度は，教育における民衆統制を一種の『隠れ蓑』として『精

神的権威』に服従する集権的かつ権威主義的な指導・助言体制」が作り

上げられてきたとされるのである（新藤２００５a：５１）
（１３）

。そういう意味では，

教育における民主性（民衆統制したがって政治的中立性）と教育の専門性は

単純には調和しない（新藤２００５a：５０；２００５b：８２）が，新たな制度構築に

よってそれを可能とする道は開けているのである。

いずれにしても，以上，見てきたように，現在の「地方自治法－地教

行法」体制下では，教育条件整備施策については，首長による「水平的

行政統制」が，また，教育内容関連施策については，文部科学省を頂点

とし現場の学校に至る「垂直的行政統制」が（格子状になって）強固に作

用しており，教育委員会は完全に形骸化していると言っても過言ではな

い。つまり，確かに文部科学省のプレゼンスは大きいが，新藤をはじめ

行政学者の一般的評価は事実誤認に基づく部分もないではない（青木

２００８：１３－４）。片山は，教育委員会が首長と並ぶ執行機関であることを

主張し，教育委員の一人ひとりがその責任を自覚していないことや首長

の任命責任，議会の同意責任の無自覚さを厳しく糾弾し，教育委員の認

識とこの制度の建前との間に存在する大いなる乖離こそ現行教育委員会

制度が持つ大きな矛盾と問題点を象徴するものだとしている（片山

２００７：１６２－４，１７０）。確かにそうした要因は現行「地方自治法－地教行

法」体制を所与のもとすれば，そのとおりであろう。しかし，教育委員

会の形骸化・機能不全は，根本的にはこの体制自体に内在するものなの
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である
（１４）

。

４ 新たな自治体教育行政制度の構築―教育政府の創設

このように，もともと形骸化している教育委員会制度に本来の役割を

発揮してもらうためには，行政委員会としての教育委員会を解体し，首

長管轄の教育部に再編成（新藤ら多数の行政学者）しても，あるいは，行

政委員会という制度は残しながらも住民統制の仕組みを強化するなどし

てその活性化（小川ら多くの教育行政学者）を図っても，教育（行政）の政

治的中立性（民主性）と専門性は完全な形では構築できず，真に望まし

い教育（行政）は実現しないと筆者は考えている。なぜなら，教育委員

会の解体によって教育（行政）を圧倒的に政治的正統性を持つ首長の下

における教育部に再編成した場合，首長による党派的介入，イデオロ

ギー的介入を回避しようがなくなるからである。確かに教育・教育行政

は，基本的に地域住民の教育選好によって形作られるものであるから，

もとより「非中立的」「無中立的」である筈がない。しかし，ここで死

守されるべき政治的中立性とは，橋下前大阪府知事や石原東京都知事の

所業のような特定のイデオロギーによって教育（行政）を歪曲してはな

らないということであって，地域住民の熟議によって，児童生徒にとっ

て最も望ましい教育（行政）を模索する政治的過程を否定することでは

ない。しかし，橋下大阪府政に象徴されるように，地域住民は首長の「劇

場政治」によってその市民感覚を麻痺させられ，錯誤に陥ることも大い

にあり得る。一方，だからといって，政治的正統性を弱体化させたまま

で良いということにはならない。現在の行政委員会としての教育委員会

制度では，首長管轄下の教育部と比較してその政治的正統性は明らかに

脆弱である。したがって，このままの制度で委員会をさらに活性化しよ

うとしても，それは極めて困難であると言わざるを得ないことも確かで

あろう。だとすれば，「自治体政治への全幅の信頼」（小川２００４：

自治体教育行政制度：再論
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１１０，１１１）からはある程度の距離を保ち，しかし，「分権改革に伴う自治

体の政策決定過程における『政治』の復権から生ずる利害等を調整する

仕組みとルール」を構築するという考え方（小川２００４：１１７）は受容しな

がらも，教育委員会を廃止して教育行政を首長の直轄にするのではな

く，また，行政委員会としての教育委員会という制度は温存しながらそ

の活性化を図っていくという制度改正を模索するのでもなく，それらと

は異なる新たな制度構築を図っていく以外に教育（行政）の「復権」は

ないのではないかと考えるのである。

大山は，地方分権改革が首長の政治的指導力を強化する方向に作用す

ることを指摘し，首長の「独走を防止する装置」として行政委員会制度

への期待を表明しており（大山２００２：３０），多くの教育行政学者がそれに

賛同を示している。たとえば，小川は，「政治選挙とそれによって政治

的正統性をあたえられた首長・議会を通じる政治ルートだけで教育論議

を行うのではなく，利害関係の調整と駆け引きから一歩距離をおいて，

教育の『公論』を正面から闘わす教育ルートが存在する方が，自治体政

府内の政策をめぐる競合を生み出し，より自由でダイナミックな教育行

政が可能となる」とし，結果的には行政委員会としての教育委員会の活

性化を模索する（小川２００６：１４４）。小川のこの主張自体は基本的に正鵠

を射ているが，その実現手法を教育委員会に望むのであれば，残念なが

ら現在の教育委員会制度は，前節で詳しく見たように構造的に破綻して

いるのであり，その活性化は望むべくもないのである。

それでは，政治的中立性（民主性）と専門性の両者を具有する自治体

教育行政機構の制度構築にはどのような道が残されているのであろう

か。その理想型を提示するために中長期的視点に立って考えてみよう。

結論から言うと，首長の党派的介入を抑止し，しかし政治的正統性を強

固にしながら，教育（行政）の「復権」を図り，しかも専門性を確保す

るためには，教育行政に特化した特定目的の政府を創設する以外に方途

はないのではなかろうか
（１５）

。こうした考え方は既に今井（２００５）によって
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披瀝されている
（１６）

ので，簡潔に紹介しておこう。今井は，一方で教科書採

択や国旗・国歌問題などで教育行政の首長への一元化によって，そのイ

デオロギー性が学校教育に反映されるといった教育行政の首長への一元

化がもたらすリスクを回避するとともに，他方で「教育の中立性（政治

的対立の排除）」を意図した教育委員会制度が機能不全に陥っているとい

う事実を考えると，新しい発想の自治体教育改革の構想が求められると

し（今井２００５：２１－２），「政治的対立をできる限り排除する合議制組織を

合意形成機構としてもち，ナショナルミニマムとは独立したシビルミニ

マムを保障する政治・行政組織であり，自治体区域の内外において柔軟

に編成しうる市民自治の貫かれた自治体教育機構」としての「教育自治

体」の創設を提唱する（今井２００５：２２－３）。この「教育自治体」は，分

野別の自治体であり，一般目的の自治体の区域内に創設される場合もあ

れば，その区域をまたがる可能性もある。また，「教育自治体」の議会

議員は直接公選で選ばれ，議会は教育マネジャーを雇用し，学校教育の

執行にあたらせる。そして，教職員の採用・異動などの交流のために，

「教育自治体」間の広域組織を設けることも可能とする。一方，中央政

府は「教育自治体」の行政執行に支障がないよう存立保障を行う。その

ために，「教育自治体」は国税から移譲された課税権を持ち，その一部

を活用して「教育自治体」間の財政調整制度を設けると言うのである（今

井２００５：２３）。

筆者の考える特定目的の政府である教育政府は，学校教育行政に特化

した特定目的の政府であり，基本的に一般目的の政府である府県・市町

村からは独立した存在である。この教育政府は，原則的に一般目的の政

府の区域を基準として創設される。つまり，一つの府県（Ａ県）を考え

た場合，この政府が A県内の�市，�市，�市にまたがって創設され

るとしたら，この政府の区域は�市，�市，�市の合算区域と一致す

る。また，教育政府は，一つの府県を越えて創設することも可能とす

る。たとえば，Ａ県の�市，Ｂ県の�市，C県の�市が県境にあって相
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互に区域が隣接している場合，これらの合算区域をその区域とする教育

政府の創設も可能ということである。これは，一般目的の政府の区域と

教育政府の区域が一致しないことから生じる混乱防止や住民に対する分

かりやすさという点からの判断であるが，運用に慣れてきた段階では，

児童生徒に最適な規模の教育政府とするため，教育政府の区域は一般目

的の政府の区域と必ずしも重ならなくて良いのではないかと考える。

教育政府には，学校教育に関する課題解決のための意思決定機関を設

置するが，当該意思決定機関の形態は，現在の一般目的の政府が採用し

ている二元代表制だけでなく，委員会制，シティマネージャー制（市支

配人制）など多様な形態の中から自治的に選択できるものとする。それ

と同時に住民の直接参加の仕組みを内蔵することも必要である。特定の

意思決定に当たってプラーヌンクス・ツェレ（計画細胞）や討議型意見

調査，市民陪審の手法を取り入れたり，細やかなタウンミーティングや

コンセンサス会議を開催するとともに，公開の意思決定機関会議での住

民の意見表明権とそれに基づく意思決定機関側の応答の義務化，さらに

は重要事項についての住民投票制度の導入なども考えられて良い。こう

した住民の直接参加の仕組みは，間違いなく住民自治の強化に繋がる。

現代の「受動的」住民を「能動的」住民に変容させていくためには，シ

チズンシップ教育の付与だけでは限界があるのであり，こうした直接経

験の付与こそ効果を発揮するに違いない。こうした意味で，筆者は，シ

ングル・イシューで住民が特定の政策・行政に直接関わる特定目的の政

府を「自治の学校」と呼びたいと思っている。

また，教育政府には，目的の範囲内での自治立法権（関係条例・規則等

の制定権だけでなく，関係法令の自治解釈権や自治訴訟権なども包含する），自治

組織権，自治行政権，さらには課税権・起債権等の自治財政権を付与す

るものとする。もちろん，自主財源だけではその運営は難しいであろう

から，一般目的の政府が教育行政の権限を有している場合に得られる財

源に相当する財源を一般財源として得られるようにすべきである。
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教育政府の創設によって，義務教育については，義務教育に携わる教

職員は基本的に市町村の教職員でありながら，その給与は，国がその三

分の一を負担する義務教育費国庫負担制度に支えられ府県が負担すると

いった県費負担教職員制度は廃止できることになる。この県費負担教職

員制度は，市町村教育委員会は服務監督権しか有さず，任用，人事異

動，昇任・昇格，研修，休職・復職，懲戒・免職，給与の決定などの広

義の任命権は府県の教育委員会が保持するという極めて変則な事態を生

起させている。教育政府の創設によって教育行政に関する区域が拡大す

れば，一市町村に小学校は三～四校，中学校に至っては一～二校といっ

た事態が解消される。そこで，新たな教育政府の教職員は，人事権と服

務監督権を同一政府から行使されることになるし，当然，給与も当該教

育政府から支給されることになる。そうすれば，現行の変則な事態を解

消した上で人事異動を通じた様々な経験によって教職員がその資質の向

上を図っていくといったことが一政府内で可能となる。また，学校に対

する愛着も今まで以上のものになるに違いない。それよりも何よりも，

この教育政府は，自治立法権を用いて条例等を制定することにより採用

時点での工夫をはじめとして，専門機関への派遣を含む研修体系の充実

や広範囲にわたる人事異動による経験の蓄積を通じて独自の方法で教職

員の専門性を高めることが可能となるのである。

教育委員会の共同設置や広域連合など既存の広域連携の活用も主張さ

れ，共同設置については，わずかにその活用例があるが，県費負担教職

員制度の廃止までは到底望めない。したがって，こうした広域連携の活

用については，短期的にはやむを得ないであろうが，中長期的には教育

政府などの特定目的の政府制度の創設に合わせて整理・縮小することが

必要であろう。なぜなら，こうした広域連携の仕組みは，「連携」その

ものが有する分かりにくさによって，住民自治を脆弱化させているとと

もに，アカウンタビリティ（accountability）や透明性（transparency）の点か

らも問題を抱えているからである。仮に教育委員会制度について，伊藤
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（２００２：５６－７；２００６a：１４；２００６b：２１；２００７：６２）や森田（２００５：１３５；２００７：９７），

あるいは教育行政制度研究会（２００６：８）の主張するように委員会とし

ての必置規制を外し，首長管轄下の教育部局との選択制に変わるとして

も，教育特区制度の中での話だとしたらいざ知らず，これを一般的制度

とするのであれば，諸法律の改正だけでも，合意形成に相当な時間を要

する上に広域連携の必要性の問題と適用した際の問題はなお残存するこ

とから，いかにも非効率的だと言わざるを得ない。そうであれば，最初

から教育政府の実現に向け議論を開始した方が良いのではなかろうか。

なお，中嶋は，２００７年の地教行法の改正によって教育委員会の共同設置

が推進されたことについて，「教育行政の体制整備を理由に，複数の市

町村による教育委員会の共同設置を推進することは，教育委員会が教育

の地方自治の基礎単位である市町村及びその住民からこれまで以上に遊

離するのを促す恐れがある」と指摘する（中嶋２００９：８８）が，この言説

は今述べたような広域連携制度の弱点を突いている。しかし，中長期的

に教育政府が創設されれば，こうした懸念も一気に解決を見ることにな

る。

また，義務教育費国庫負担制度は，いわゆる義務教育標準法とも結び

ついていることから，教育政府の創設は，県費負担教職員制度の廃止・

縮小にとどまらず，義務教育諸学校の学級編制を自治的に決定すること

も可能にするであろう。

この教育政府は，市川（２０００）が提唱する中間学区構想とは全く異な

ることに留意されたい。市川の中間学区構想は，都道府県と市町村の中

間に学校経営の単位を創設しようというものであり，中間学区を運営す

る主体は，特定目的の政府ではなく公立学校経営のための事業主体であ

る（市川２０００：１１５）。市川は「市町村の教育行政能力不足，その結果と

しての都道府県への教育行政権限の集中，学校管理に関する両者の間の

権限の重複といった問題」を緩和・解決するために，狭義の教育行政は

都道府県，学校経営は市町村に一体化すべきであるといった観点から中
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間学区構想を提唱しているのである（市川２０００：１１４－５）。したがって，

この構想は基本的には学校教育行政を効果的・効率的に行うための広域

連携の仕組みと言えよう。

さて，この特定目的の政府である教育政府の創設は，現行自治法や地

教行法などを廃止した上で新たに制定される「自治基本法」，「自治教育

法」によって定められ，どの範囲で創設するかは原則的に関係自治体の

住民投票などによるものとする。また，教育政府を創設するか否かは，

基本的に自治体が自治的に決定すれば良いものとする。つまり，教育政

府の創設に関しては，一国多制度を導入するということである。「一国

多制度とは，一つの主権国家の中で，地域ごとに異なった政治・行政制

度を採用し，それに基づいて多様な政策展開を許容する体制のことであ

る」（山口２００２：１３３）。この一国多制度によって「自治のあり方について

静態的なゴールを設定するのではなく，住民の意思や地域の実情に合わ

せて無限のバリエーションを作り出していく」のであり，「集権から分

権への単線的な発展段階を設定するのではなく，自治の形について多様

な進化を追求する」のである（山口２００２：１３５）
（１７）

。

５ 結論に代えて

教育及び教育行政の形骸化，あるいは機能不全を克服・是正するため

には，教育委員会を廃止して教育行政を，政治的正統性を持つ首長の管

轄下に置くのでもなく，また，現行の教育委員会に住民の熟議の仕組み

等を導入しその活性化を図るのでもなく，上で見てきたように，政治的

正統性を持つ首長の一般目的の政府と連携を持たせながらも，しかし，

首長の党派的介入を遮断するために，そのような観点から住民によって

選ばれた意思決定機関を持ち，これに住民の熟議装置を広範かつ多様な

形で取り入れた，特定目的の政府である教育政府を創設することが最も

効果的だと筆者は考える。これによって，教育及び教育行政はその前提
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要素となる政治的中立性と専門性を確保し得るからである。すなわち，

教育の政治的中立性は，意思決定機関における教育に情熱を持った，し

かし責任を負うことも厭わない構成員たちの意思決定会議における白熱

した討論と，直接参加する住民の多様な教育選好を変容させ一つの選好

に集約させ得る徹底的な熟議過程の相乗効果によって確保される。ま

た，個人の人格を完成させ，かつ社会の形成者に育てることを目的と

し，それゆえ個人の「精神作用」をも対象とする教育の専門性は，教育

政府の討議によって制定する条例等によって，専門性の内容と条件，そ

れを確保する方途，それを適用していく際の明確なルールなどを自治

的・具体的に決定すれば良いことである。その際，現在の指導主事によ

る画一的指導に拘泥する必要は全くない。

しかし，教育政府の創設には乗り越えなければならないいくつかの

ハードルがあることも確かである。第一に制度の多様化がもたらす制度

コストと一般目的の政府との調整コストの問題である。こうしたコスト

が生まれることを筆者も否定するものではない。しかし，コストの算定

については，まさに住民の望む教育サービスが前提であって，それをど

れだけ効率的に提供できるかという視点が必要とされる（神野１９９９：

３３）。こうした視点に立脚した場合，従来型の一般目的の政府だけから

なる制度設計と教育政府を持つ制度設計とで，いずれが効率的かはア・

プリオリには言えないのである。第二に，自治体の政策領域は相互依存

的であるから，それを念頭に置くと教育政府は機能しないのではないか

といった反論が考えられる。特定目的の政府の一般制度に対してではあ

るが，礒崎はこうした疑問を投げかけている（礒崎２０１０：６１）し，また

同様な疑問は多くの行政学者から提示されている（市川２０１１）。しかし，

教育政府に限って言えば，教育行政はそれまで独立の行政委員会におい

て執行されてきたのであり，その場合も様々な調整・連携の工夫がなさ

れてきた。そもそも現代における諸課題は，相互に依存的でありその複

雑性・多様性をますます増幅・拡大させている。したがって，その解決
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は言うほど簡単ではないが，ステイクホルダー間のネットワークによる

解決が提起されている今こそ，こうした方法で積極果敢に取り組むこと

が何よりも肝要であろう（外川２００９）。第三に，教育政府が文部科学省

と直結し，分権の精神に違背する事態が生じるのではないかということ

である。しかし，教育政府は，文部科学省を頂点とする「垂直的行政統

制」を解体するために構想されたものであり，もちろん住民や教育政府

関係者の意識にもよるが，これは杞憂に過ぎないであろう。第四に，自

治制度官庁である総務省や制度コストを内部効率性の観点からしか見な

い財務省が，制度選択型の教育政府の構想を拒むのではないかという問

題がある。自治体の総合性を志向する傾向性を有する総務省（金井

２００７：１４）も金庫番たる財務省も，確かに教育政府の構想に抵抗するで

あろう。それだからこそ，心ある政治家と住民が連携を取りながら中心

となって，たとえば石原都政や橋下大阪府政の教育行政が破滅的「暴

走」であることを訴え続け，幅広い議論を行い，首長下の教育行政や現

在の教育委員会では，わが国の将来を担っていく児童・生徒にとって有

益で効果的な教育が行われ得ないことを認識する一大運動へと繋げてい

くことが肝要である。第五に，従来型の総合性概念に基づく画一的でシ

ンプルな自治制度に慣れ親しんできた住民にとって，一般目的の政府と

特定目的の教育政府の組合せは，分かりにくいものとして忌避されると

いう問題がある。しかし，彼らは現在の教育委員会制度の内実も，複雑

で住民自治を脆弱化させる広域連携による教育行政についても熟知して

いないためにそのように認識するだけである。これも，住民が熟議過程

に自身を投入することによって自ずと解決する問題だと考える。

ただし，これらの議論からも分かるように，教育政府が実現するか否

かの多くは，住民の教育に対する関心と行動にかかっている。これにつ

いては，有識者などが住民に教育政府の有効性を説いて回るだけでな

く，住民自身に今問題となっている現実の教育や教育行政の現場を様々

な形で体験してもらい，その荒廃ぶりを実感してもらうとともに，今や
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「第四の権力」どころかそれ以上に圧倒的な権力を持つ（そのことの是非

はしばらく横に置くとして）マスコミがそれらをありのままに伝え続けるこ

とが最も効果的ではないかと考える。このことは，今回の東日本大震災

と福島第一原子力発電所の事故という複合災害の復旧・復興に向けた最

初のプロセスの中で既に「証明」されているのではないだろうか。

【注】

（１） もっとも，教育委員会法の立法過程では，内務省や行政調査部は，教育行政

専門職に権限が集中することを警戒し，また，公選の首長の下で総合行政を行

うべきだとし，教育長不要論を展開した（辻村２００８：２８７）。

（２） 西東によると，旧教育委員会法時代の公選による教育委員は，議論はあった

ものの，結果的には，教員の選出禁止ないし制限規定がなく，昭和２９年当時，

都道府県の教育委員のおよそ６割が日教組系の教員で占められていたという

（西東２００３：１０－１１）。

（３） 村上浩昭は，戦後教育行政の三原則と呼ばれる「教育行政の民主化」，「教育

行政の地方分権」，「教育の自主性確保」は，戦後教育行政改革の全過程を貫く

不変の原則などではなく，「町村有力者に代表される旧来の地方保守勢力が教

育行政に介入することを防ぎ，教育の自律性を保つことが教育刷新委員会の議

論に一貫する地方行政改革の主要原理」であったとしている（村上浩１９９９：

７４０，７５０）。村上浩昭は，このことを「政党政治の排除」と呼んでいる（村上

浩１９９９：７５０）。

（４） さらに言えば，齋藤によると，教育行政は，憲法の人権として規定される思

想・良心の自由，信教の自由，表現の自由，学問の自由など，およそ自然法に

基づく天賦人権を行政対象とし，これらの権利は権力による干渉・強制を許さ

れないので，教育行政は「行政を拒否されながら行政を行うことを求められて

いる分野」だと言う（齋藤２００１：５）。また，森田は，「人間開発に資する教

育的価値の実現を目指す教育行政は，規制作用より指導・助言，財政的援助等

の助成作用が中心となる。その点で『行政らしからぬ行政』といわれる」とす

る（森田２０１１：９２）。敗戦直後に田中耕太郎が中心となって構想されたフラン

スの大学区制をモデルとした「学区庁」構想は，教育は政治のみならず行政か

らも独立しなければならないという理由から，「教育権の独立」として構想さ

れた（高橋２００１：１９－２０）。

（５） 教育長・指導主事の有資格者を育成するために，１９４８年秋から IFEL（the In-

stitute for Educational Leadership：初期は教育長等講習，第５期以降，教育指導

者講習会）が１９５２年まで８期（日本独自に第９期開催）にわたって開催された。

新制大学において教育職員の養成，現職教育を担当する教員の再教育の場で

あった IFELの講習内容は，アメリカの教育理論と実践の紹介，それにその日
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本への適用であった（高橋２００１：２２，３１）。

（６） 文部科学省の『平成２１年度教育調査』結果概要によると，同年５月１日現在

の教育長の直前歴を見ると，市町村教育委員会では，教職員が６８４人（３９．０％）

で最も多くなっているが，次いで多いのは地方公務員３９６人（２２．６％）となっ

ている。また，教職経験を有する教育長は１，２０５人（６８．７％），教育行政経験を

有する教育長は１，３６７人（７７．９％），一般行政経験を有する教育長は５６６人

（３２．３％）である。都道府県教育委員会の教育長の直前歴は，地方公務員２６人

（５５％）と最も多くなっている。また，教職経験を有する教育長は１５人

（３１．９％），教育行政経験を有する教育長は３４人（７２．３％），一般行政職経験を

有する教育長は２８人（５９．６％）となっている。

（７） 片岡は，フィフナー（J. M. Pfiffner）の調整の定義，すなわち，「調整とは，

異なる技術や対立に対する利害を多数糾合し，共同の目標の達成に向かって動

員していくこと」やレオナード・ホワイト（Leonard D. White）の調整の定義，

すなわち，「構成単位の相互適応及びその働きを時間的に調節することによっ

て，各単位が全体の目標の達成に最大限貢献していくこと」などを紹介した後

に，これらに共通する「共同目標」，「全体目標」などの達成への貢献に資する

複数の単位の相互行為という要素に着目し，「調整とは，複数の行為主体が接

触し，重なり合う活動の領域において行動の前提を相互に適合させ，それぞれ

の目標の達成に支障なきを期するとともに，共通の目標の達成によりよく貢献

すること，ないしはそのようにし向けること」との定義を試みている（片岡

１９８５：６）が，首長はヒト，モノ，カネ，ソシキなど目標の達成のために用い

られる全ての要素に対して総合調整権を有する。そのことによって，首長は「結

局，種々の部分的行政活動を相互にととのえ全体としてのある行政政策または

行政目的達成を効果あらしめる」のである（国井１９６２：４）。

（８） 府県の庁議は，一般的に知事，副知事，知事部局各部局長，公営企業管理者，

教育長，警察本部長などで構成され，市町村では，市町村長，副市町村長，教

育長，首長部局部課長などで構成される。非常勤の行政委員会の長が構成メン

バーとなることは基本的にはないと言って良い。なお，府県においては，教育

長が元校長など当初からの行政職ではないことが多いため，行政職の教育次長

が実質的構成員となっている。

（９） 山梨県甲府市では，少子化と中心部のドーナツ化によって，小学校にあって

は昭和５５年度を，中学校にあっては昭和６６年度をピークに中心部の児童・生徒

数が激減したため，教育委員会では，「甲府市立学校適正配置審議会」を設置

し，適正配置について諮問を行い，平成９年８月に同審議会から答申を受け，

それに基づき教育委員会としての方針を固めたが，これについての最終決定

（４小学校の廃止統合など）は，平成１４年の６月定例市議会において，市長の

所信表明という形で明らかにされた（甲府市ホームページ http : //www.city.kofu.

yamanashi.jp及び甲府市議会会議録 http : //gikainet.city.kofu.yamanashi.jp）。ま

た，山梨県では，現在，義務教育標準法によって定められている一学級の編制
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人数４０人（ただし，小学校１年生は３５人）を下回る，小学校１・２年で３０人，

中学校１年で３５人という学級編制を実施しているが，これを横内知事は，拡大

したいと述べた。この方針は，選挙における知事のマニフェストにも掲げられ

ており，学級編制も事実上，首長の政策領域となっていることを窺わせる（『山

梨日々新聞』２０１０年１０月３１日）。なお，義務教育標準法の学級編制の「標準」

を作成している文科省では，２０１２年の通常国会で公立中学校３年までの義務教

育全学年を対象に，順次３５人学級にすることの明記を検討しているという（『山

梨日々新聞』２０１１年９月１１日）。ただし，２０１２年度には，現在の小学１年生に続

き，２年生を３５人学級とする方針は既に固まっている。なお，義務教育標準法

の運用の実態については，小川（２００１）を参照されたい。

（１０） 自治法１４９条６項は，財産を取得し，管理し，及び処分することは，首長の

担任事務と規定しているので，地教行法２３条２号は，その特別規定としての性

格を有する。

（１１） とは言え，青木は，自治体において首長が教育政策に関与するようになって

きたのは革新自治体期を除けば分権改革が本格化して以降のことだとし，出雲

市，高浜市などを挙げている（青木２００８：１４－５）。

（１２） もっとも，新藤は，この「垂直的行政統制」が及んでいるのは，本稿で言う

「教育内容関連施策」についてだけでなく，「教育条件整備施策」も含む全般

であるという解釈を採っていることに留意されたい。また，新藤は，「教科書

の内容や施設，教員の配置，学校教育の標準などが内閣統轄下の行政機関に所

掌され，助言，指導の名のもとに通知行政が機能する体制がつくられてきたと

ころに」戦後日本の義務教育の最大の問題があるのであり，「この体制のもと

においては，市民はもとより首長といえども，教育の具体的プログラムに影響

力を行使できない」とし（新藤２００５a：５５），中央に独立行政委員会としての

学校教育行政部門を設置することを提唱する（新藤２００２：２８５－６；２００５a：

５６；２００５b：８８）。しかし，問題はこの委員会が地方とは異なり形骸化していな

い形で設置されることを要するが，「行政権は，内閣に属する」（憲法６５条）こ

とをタテに，それが可能となるか否かである。

（１３） こうした観点から新藤（２００２；２００５a；２００５b）は，教育委員会の廃止を主張

しているのであるが，８０年代には，むしろ次のように主張していた。すなわち，

「教科書選定・学習内容をはじめとする教育内容にかかる学校教育行政は，自

治体教育委員会の公選制を回復した上で，市民統御のもとに担われればよい。

ただこの場合にも，市町村教育委員会と府県教育委員会の関係は，前述のよう

に整序されること（市町村を基礎政府とし都道府県は市町村の連合体として広

域的機能を担うという整序の仕方－引用者注）が肝要であり，さらに進んで教

育行政はフランス，西ドイツ等の例にみられるように，コミュニティ・レベル

での参加システムに基づくべきである。重要なのは，自治と分権の重層構造を

学校教育システムの中心とすることである」（新藤１９８２：５３－４）とし，公選

制教育委員会への回帰が見られるように思われるのであるが，ここではフラン
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スの「学校評議会」，ドイツの「学校委員会」，アメリカの「学校区」などの教

育目的の自治体を絡ませているので，単純な公選制教育委員会への回帰とは異

なり，むしろ教育目的の政府構想の萌芽が見られるとは言えないだろうか。

（１４） ところで青木は，現在進む教育のガバナンス改革の本質は，自治体で言え

ば，プリンシパルとしての首長を改めて位置づけようとしていることにつきる

とする。そして，教育アクターはエージェントとして位置づけられるとする。

また，首長，教育委員会，学校（管理職），教員の連鎖するプリンシパル・エー

ジェント関係が形成されつつあるのが現在の教育におけるガバナンス改革の情

況だとする（青木２００８：２０）。

（１５） 教育政府に限らず，特定目的の政府創設への賛同は，以前から塩野によって

なされており，筆者もそれによって鼓舞された。塩野はたとえば，次のように

主張し特定目的の政府創設を擁護する。アメリカ型自治は，「アメリカの特別

の事情であって，建国以来……村落がある国には当てはまらないのではないか

という類の反論がなされるであろうが，問題は法制技術的な意味での法人化論

ではなくして，自らの『政府』は自ら設計するという根本的発想にこそ普遍性

があるということを強調したいのである」（塩野２００４：４３）。また，塩野・石

原・松本（２００２：１２１－９）も参照されたい。

（１６） 新藤も「初等・中等教育についていうならば，学校区を特定目的の地方政府

と位置づけ，独自の課税権をもち，学区住民による公選の執行機関に教育行政

をゆだねることも，教育に対する民主統制システムである」と述べている（新

藤２００２：２７５）が，これと，教育行政も含む首長による「総合行政」という持

論との関係は明確ではない。

（１７） 山口の場合，スコットランド，ウエールズの地方分権などの「創設型」と，

スウェーデン，ノルウェーなどの北欧諸国のフリー・コミューンの「規制緩和

型」の二つのタイプを類型化している（山口２００２：１３３－４）が，本稿が提唱

する一国多制度は，より一層わが国の風土に合致すると思われる「制度選択

型」とも言えるものである（外川・安藤２０１１）。なお，筆者は，特定目的の政

府の創設を教育政府に限定することなく，ある程度の多様な政策領域を対象と

して創設されるべきだと考えている。この場合，特定目的の政府の創設は，「自

治基本法」によって保障され，この法律によって，特定目的の政府を創設でき

る場合を類型的・概括的に示し，関係自治体はこれらの類型の中から地域の課

題解決に最もふさわしいものを自治的に選択し具体化すれば良いであろう（外

川２０１１b）。ちなみに，今井も，市町村合併を誘発する「総合行政主体」論に

よらずとも，自らの決定権を留保した上で市町村住民は学校自治体や福祉自治

体など目的別自治体に特定の業務を「信託」すれば，合併を選択しなくても自

治体の総合性は担保されるとしている（今井２００８：２６７）。特定目的の政府の

具体的創設の方法と仕組みは明確にされていないが，基本的方向性は筆者の考

え方と同様だと思われる（外川２０１１b）。
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